
インドにおける金融包摂の推進:
この2年間の物語

2014年に新しいインド議会が始まり、首相に選出された
モディ氏がある計画についてテレビで話っていたのを聞
いたラニの隣人は、興奮して彼女にそのことを伝えまし
た。首相は、人々が裕福になる政策（Jan Dhan Yojana）
について語りました。その政策は、調理用ガスの補助金
を彼女が直接銀行口座で受け取る際に如何に役立つかと
いうものでした。上手い話に興味をそそられて、ラニは
近所の口座開設所に隣人と一緒に出かけました。長蛇の
列で2時間かかったのですが、手続き自体は簡単でした。
彼女は、国民識別番号を提示し、申込用紙に必要事項を
記入し、パスポートサイズの写真2枚を渡しました。そし
て通帳を受け取るために、3日後にまた来るように言われ
ました。彼女の銀行口座とそれにリンクする国民識別番
号を調理用ガス販売店に提供すれば、手続きはすべて完
了です。その後は彼女が新しく作った銀行口座で直接補
助金を受け取ることになります。

この口座で利用可能な他の金融商品やサービスを彼女は
認識していないのですが、図らずもいくばくかの貯蓄に
つながっています。彼女は2〜3ヶ月毎に、政府からの
2.50ドルの調理用ガス補助金をその口座に残し、毎月の
生活費等を支払った後に手元に残ったお金をその口座に
預金します。数ヶ月前、彼女は自宅で調理中にやけどを
して、病院で治療代を支払うためにその口座からお金を
引き出しました。彼女は子供たちの結婚式や自宅を増築
するために貯蓄をしたいと考えています。

ラニが銀行口座を利用するようになったのは、どのよう
な世帯でも銀行を利用できるようにするという総合金融

包摂を目指すインド政府の野心的な政策の賜です。首相
のJan Dhan Yojana（PMJDY）と称するこの政策は2014
年8月に始まりました。インド政府は、金融包摂を推進
する取り組みに長くかかわってきました。それなりに進
展はありましたが、PMJDYが始まる前は、成人の約半数
しか銀行口座を持っていませんでした。（InterMedia 
2016）

この政策で銀行口座の名義人は、

• 政府からの補助金を直接受け取ることができます。
• フィーチャーフォンを利用して送金や、残高確認をするこ

とができます。
• RuPayという（VisaとMasterCardに代わる）デビットカー

ドを利用できます。
• 残高を一定額保つ必要はありません。
• 補償額3千ドルの損害保険に年間0.20ドルで加入するこ

とができます。
• 補償額3千ドルの生命保険に年間5ドルで加入すること

ができます。
• 月額15〜75ドルの掛け金で年金制度に加入することが

できます。
• 口座開設から6ヶ月経過すると、使途に応じて75ドルまで

の融資を銀行から受けることができます。

15歳以上の53％が銀行口座を持っているという大きな基
盤が既にありましたが、（4億69百万人）（World Bank 
2014） この政策で、わずか2年間のうちに2億6千万件の
口座開設につながりました。果たしてどれだけが初めて
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ラニはニューデリーの郊外に住み、内職をしています。彼女の夫は電気工で、3人の子供（18歳、11、および
8）は、約200キロ離れた隣州の村で義理の両親と一緒に暮らしています。彼女は正式な金融サービスの必
要性をこれまで一度も意識したことはありません。彼女は賃金を現金で受け取り、必要な費用を全て現金
で支払っています。毎月義理の両親に送金する際には、現金が義父の銀行口座に入金されるように、それ
を保証する代理店業者を利用しています。
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図1.銀行セクター別PMJDY口座開設数　2016年12月（百万）
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の口座開設者であったかはっきりしませんが、2015年
中頃に行った調査では、大人の銀行口座保有率は63パ
ーセントに増加したことを示しています。（InterMedia 
2016）PMJDYによると、28州のうち19州で全世帯が銀
行口座を持っており、残りの9州では99％以上の世帯が
銀行口座を持っています。これは99％の世帯で少なく
とも家族の誰か1人が銀行口座を持っているという大規
模な全国調査結果と一致します。(Bhattacharya 2016).

以前の金融包摂政策では、サービスが不十分で、顧客
は関心を失っていました。しかしPMJDYでは、そう
ならない可能性を秘めています。初期的な証拠として
2016年10月には、76％の口座で残高があり（2015年
8月の55％から増加）、預金総額は67億4千万ドルに
達しました。大半の紙幣を廃止するというモディ首相
の政策が2016年11月8日に発表されると、PMJDYは
大きく進展しました。ひと月もしないうちに、現金を
預金にかえる動きが広まって、PMJDY口座の預金総
額は 110億ドル以上に急増しました。預金の原資は不
明ですが、現金から預金へのシフトは顕著なものです
（Shashidhar 2016）

成功要因
PMJDYの成功は突然生まれたわけではありません。次
の主な要因によって可能になったのです。

実施段階における政府のハイレベルな関与 モディ首相
は、就任して最初の国民向け演説で計画を発表しまし
た。その後、成功に向けて継続的にコミットメントを
示してきました。インド政府はこの政策の立案者とし
て、また大手公的銀行の主要株主として、PMJDYの推
進に密接にかかわることができました。首相府は、その
進捗状況を常に監視しています。この政策担当の上級官
僚は毎週ビデオ会議を開催して政策の進捗を監督してい
ます。すべての銀行はその会議に出席することを求めら
れています。各銀行はその会議の中で定量的な進捗を報
告し、直面する課題を取り上げ、解決案を示すことが求
められていました。

公的銀行の信頼性 インド・ブランドエクイティ基金
（IBEF）によると、インドには26の公的銀行、25の
民間銀行、43の外国銀行、56の地域農村銀行、そして
数千の小規模協同組合銀行があります。民間銀行は市
場シェアを毎年伸ばしていますが、公的銀行が銀行資
産全体の約70％を占めます。（IBEF 2016）公的銀行は
PMJDY口座シェアの約80％を占め、預金総額も同様の
シェアを持っています。

公的銀行は広範な支店網と規模で口座開設を全国的に推
進しました。公的銀行に対する消費者の信頼感も重要な
成功要因のひとつです。

確立された生体認証をベースとする電子検証可能なオ
ンライン国民識別システム PMJDYがスタートする時
点で、既に約7億人のインド国民はAadhaarと称する生
体認証の身分証明書を持っていました。(Kumar 2016). 
Adhaar番号を持っていると、PMJDY口座開設をすぐに
できます。口座開設を促進するために、政府はPMJDY
口座開設とともにAadhaar登録を加速し、週に400万人
以上のペースでAadhaar番号を発行し、2015年には2.1

億人分を発行しました。 (Government of India 2016e). 
2016年12月現在で、約10億750万人分のAadhaar番号が
発行されています。（UIDAI 2016）

PMJDYの仕組は、政府が以前取り組
んだ政策からの教訓に基づいて構築
以前の政策では休眠口座の比率が高かったので、それを
最小限に食い止めるための教訓を生かしました。

村々の代わりに家庭を対象とする 最も野心的な以前の
金融包摂政策は2012年に発足しました。それは人口2千
人以上の村々に銀行サービスを提供することに焦点をあ
てたものでした。(Government of India 2012). その政策
は7万4千の村々に銀行サービスを提供しました。しか
し人口が2千人未満の小さな村々で銀行サービスを提供
するまでには至りませんでした。PMJDYでは、地理的
に村々をカバするのではなく、各世帯に少なくとも一つ
の銀行口座を提供するという目標に焦点を移しました。

口座開設のその先に 前の政策では、休眠口座の多さに
苦しみました。 PMJDYでは補助金を定期的に振り込む
ことで、口座を活用するよう促しました。PMJDY口座
を通じた毎月の賃金支給は3億人増え、補助金支払いは
$ 7億ドル増加しました。(Government of India 2016a). 
補助金受給者の銀行口座の62％はAadhaar番号にリン
クしています。これで受給者の身元を以前よりも簡単
に確認することができ、重複や幽霊受給者の排除にも
役立っています。政府の支給プログラムで電子化によ
る最大のものは、全国農村雇用保障法（NREGA）に基
づく労働者1億人への月給 3億5千万ドルです。その次
は、1億6500万世帯への液化石油ガス（LPG）月次補助
金 2億85百万ドルです。(Government of India 2016a).
PMJDY口座を通じて支給する補助金プログラムは14の
省庁で57あります。この数はさらに増えると予想して
います。

このことはPMJDY口座をフル活用するための大きな要
素です。口座の預金残高が増加する一方で、課題もあり
ます。多くの受給者は口座に補助金が入ると、すぐに引
き出すという傾向があります。また消費者はこの政策を
介して提供される他の金融商品にあまり関心を示してい
ません。口座保有者のうち、わずか38％が傷害保険に
加入、12％が生命保険、1.3％が年金制度に加入してい
るにすぎません。消費者へより魅力的な金融商品やサ
ービスを提供するには、まだまだ長くかかりそうです。

利用しやすい代理店業者数の増加 以前は、移動代理
店業者が村々を時折訪問していました。PMJDY政策
では、代理店業者は客が容易にアクセスできるように
各サービスエリア内に常設店舗を持つ必要がありま
す。2014年12月から2015年12月の間に行われた調査
では、常設店舗の代理店業者の割合が48％から79％に
上昇したことを示しています(MicroSave 2016).

口座開設の簡素化 個人識別番号を持つ者が口座開設す
るときは簡単な申込用紙をひとつ記入するだけです。個
人識別番号を持っていない者が口座開設するときは、そ
れに代わる身分証明書を提示する必要があります。身分
証明書を持っていない場合でも、与信や引出、預金額に
制限のあるPMJDY口座を開設することができます。
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よりユーザーフレンドリーの口座を作る 2016年6月時
点で携帯電話の契約件数は6億16百万件でした。大半の
人々は携帯電話へのアクセスがあり、今やほとんど全て
の人が携帯電話を利用できると思われます。（GSMA 
2016）これを踏まえて、PMJDYは、送金や残高確認が
でるモバイルバンキングに焦点を当てています。

この2年間の物語
PMJDYは、以前の政策における低い口座利用状況から
学び、新しいインフラや機能を上手に利用して、政府
が推進する金融包摂に新たな手法を提供しています。
紙幣の大部分を廃止して決済の電子化を推進するとい
う首相の決断は、PMJDYの普及に大きな支援材料とな
りました。消費者は古い紙幣を手元に持ち続けるかわ
りにPMJDY口座に預金するという強力なきっかけとな
ったのです。2014年8月から始まったPMJDY政策のあ
らゆる取り組みから生じる最近の変化は、多くの新しい
銀行業務を創りつつあります。今のところ、この政策が
持続するかどうかはまだわかりませんが、これらの口座
が今後数ヶ月、数年でどの様になってゆくかを注意深く
見守りそして学んでゆくことが重要です。
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